
○仙北市建設工事共同企業体運用要綱 

平成25年９月２日告示第89号 

改正 

平成30年11月27日告示第159号 

令和５年12月22日告示第151号 

仙北市建設工事共同企業体運用要綱 

仙北市建設工事共同企業体運用要綱（平成18年５月１日施行）の全部を改正する。 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、仙北市（以下、市という。）が発注する建設工事の競争入札に参加

することができる特定建設工事共同企業体（以下、共同企業体という。）について、必

要な事項を定める。 

（共同企業体の原則） 

第２条 市が発注する建設工事は、単体企業への発注を基本とするが、技術力の結集等に

より効果的な施工が確保できると認められる適正な範囲で、共同企業体を活用すること

ができる。 

（共同企業体の要件） 

第３条 共同企業体は、次項に基づき必要と認められる場合の工事ごとに結成される共同

企業体をいう。 

２ 共同企業体の活用は、次の各号による。 

(１) 対象工事は、技術的難度の高い建設工事（道路・橋梁・下水道等の土木構造物で

あって大規模なもの、大規模建築・大規模設備等の建設工事）等で、発注者が必要と

認める工事とする。 

(２) 構成員の数、組合せ及び資格等は、次による。 

ア 構成員の数 ２社とする。ただし、特に大規模であって、多数の工種にわたる等

の理由により、技術力を結集する必要があると認められる建設工事については３社

又は４社とすることができる。 

イ 組合せ 本市の入札参加有資格者名簿に登録された最上位等級の格付に属する者

のみの組合せとする。ただし、市長が充分な施工能力を有し、適正な共同施工が確

保できると認めたときは、それ以外の格付に属する者を含めた組合せができるもの

とする。 



ウ 資格 構成員は、対象工事について次の要件を満たす者とする。 

（ア） 発注する工事に対応する工事種別について、本市の入札参加資格登録がな

されていること。 

（イ） 当該工事に対応する業種について、建設業法（昭和24年法律第100号。以

下「法」という。）第３条第１項の許可を有しての営業年数が５年以上あること。 

（ウ） 当該工事を構成する一部の工種を含む工種について、法第２条第５項に規

定する元請として一定の実績があり、当該工事と同種の工事を施工した経験があ

ること。 

（エ） 法第26条第１項に規定する主任技術者で国家資格を有する者又は同条第２

項に規定する監理技術者を当該工事現場に専任で配置し得ること。 

エ 結成方法 結成方法は、自主結成とする。ただし、市長が必要と認めるときは、

予備指名の方法によることができる。 

(３) 構成員の最小限出資比率は、原則として次のとおりとし、構成員が自主的に定め

るものとする。ただし、特別な理由があるときは、この限りでない。 

ア ２社の場合 100分の40以上 

イ ３社の場合 100分の20以上 

ウ ４社の場合 100分の15以上 

(４) 代表者は、円滑な共同施工を確保するため施工能力の大きい者とし、その出資比

率は、構成員中最大とする。 

（入札参加資格申請） 

第４条 共同企業体を結成して競争入札に参加を希望する建設業者は、特定建設工事共同

企業体入札参加資格申請書（様式第１号）、特定建設工事共同企業体協定書（様式第２

号）のほか、入札公告等に定める書類を添付して、資格審査を申請しなければならない。 

（資格審査） 

第５条 前条に規定する入札参加資格申請書を提出した共同企業体については、法第27条

の23第３項の規定に基づく経営事項審査の項目及び基準とし、経営規模及び経営状況に

係わる審査を行う。 

（共同企業体の指名の基準） 

第６条 共同企業体の指名の基準は、仙北市競争入札等実施規程（平成17年仙北市告示第

39号）に定める等級別発注標準表を適用する。 



（入札書） 

第７条 競争入札における共同企業体の入札書には、共同企業体の代表者が記名押印しな

ければならない。 

（契約書） 

第８条 工事請負契約書には、共同企業体の代表者及び構成員の代表者全員が記名押印し

なければならない。 

（代表者の権能） 

第９条 工事の監督、請負代金の支払等契約に基づく行為については、共同企業体の代表

者を相手方とするものとする。 

（存続期間） 

第10条 共同企業体の存続期間は、仙北市が契約を締結した共同企業体（以下「契約企業

体」という。）を除き、当該契約が締結された時点をもって終了するものとする。 

２ 契約企業体の存続期間は、当該契約に係る対象工事が完成した日から起算して３か月

を経過した日までとする。ただし、当該期間満了後であっても当該工事につき瑕疵があ

る場合は、各構成員が連帯してその責任を負うものとする。 

（補則） 

第11条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成25年９月２日から施行する。 

附 則（平成30年11月27日告示第159号） 

この要綱は、平成30年12月１日から施行する。 

附 則（令和５年12月22日告示第151号） 

この要綱は、令和６年１月１日から施行する。 
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様式第３号（第４条関係） 

 



様式第４号（第４条関係） 

 


